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増 田 寛 也

平成２１年度の地方財政措置について

現下の地方財政は、極めて厳しい状況にあり、地方公共団体においては、これまでも、行政改革

に取り組んできたところであります。先般、閣議決定された「経済財政改革の基本方針２００８」

（以下、「基本方針２００８」という。）を踏まえ、歳出全般にわたって、これまで行ってきた歳

出改革の努力を決して緩めることなく、引き続き「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２０

０６」及び「経済財政改革の基本方針２００７」を堅持し、国・地方の信頼関係を維持しつつ、国

・地方それぞれの財政健全化に取り組むことが必要であります。

こうした取組の実効をあげるためには、国・地方を通じた行財政の簡素効率化の推進を図るとと

もに、国及び地方が適正な財政秩序を維持することが肝要であります。

貴府省におかれましては、かねてから地方行財政の運営について、種々の御配慮をいただいてい

るところでありますが、平成２１年度の予算編成に当たっては、このような考え方に基づき、貴府

省に対し特に要請いたしたい事項を別途当省事務次官から貴府省事務次官等あてに連絡いたします

ので、所要の措置の実現について特段の御配慮をお願いいたします。

また、「基本方針２００８」においては、「「地方分権改革推進委員会（以下、「同委員会」と

いう。）の「第１次勧告」を受けた「地方分権改革推進要綱（第１次）」に基づき取り組む。同委

員会は、平成２０年内に地方自治体に対する国の法令による義務付け・枠付けの見直しの検討を進

めるとともに、国・地方の財政状況を踏まえつつ、国庫補助負担金、地方交付税、税源移譲を含め

た税源配分の見直しの一体的な改革に向け地方債を含めた検討を行い、順次勧告する。これら勧告

を踏まえ、「地方分権改革推進計画」を策定し、「新分権一括法案」を平成２１年度中できるだけ

速やかに国会に提出する。」等とされているところであります。今後、この方針に沿って、地方分

権改革に取り組む必要があると考えておりますので、この点にも御留意いただきながら上記の措置

について検討をお願いいたします。

なお、その際、「地方分権改革推進法案に対する附帯決議」（平成１８年１１月２８日衆議院総

務委員会、平成１８年１２月７日参議院総務委員会）においては、「地方分権改革のための措置を

検討中であることを理由として、地方分権に向けた動きを停滞させることのないようにするこ

と。」とされているところでありますので、あわせて御留意をお願いいたします。

（写）



総 財 調 第 ２ ４ 号

平成２０年７月２９日

各 府 省 事 務 次 官 殿

総 務 事 務 次 官

平 成 ２ １ 年 度 の 地 方 財 政 措 置 に つ い て

貴府省におかれましては、かねてから地方行財政の運営について、種々の御配慮をいただいて

いるところでありますが、今般、貴府省大臣に対し、総務大臣から平成２１年度の予算編成にお

ける地方行財政の基本的な考え方をお示ししたところであります。

この考え方に沿って、特に取り組んでいただきたい事項について別添のとおり要請しますので、

所要の措置の実現について特段の御配慮をお願いいたします。

（写）
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平 成 ２ １ 年 度 の 地 方 財 政 措 置 に つ い て

地方財政の運営については、かねてから種々の御配慮をいただいているところでありますが、

今般、平成２１年度の地方財政措置について関係府省の事務次官に対し、別添のとおり要請した

ところであります。

貴職におかれましても、前記要請の実現について格段の御高配をいただきますようお願いいた

します。

（写）
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【共通事項】 
 「地方分権改革推進法」に定める基本方針に即しつつ、地方分権改革推進委員会の第１次勧告
（平成 20 年５月 28 日）を最大限に尊重し､地方分権改革推進要綱（第１次）（平成 20 年６月 20
日地方分権改革推進本部決定）の方針に沿って、地方分権改革の推進に強力に取り組み、速やか
に所要の施策を実施するとともに、以下の事項について所要の措置を講じられたい。 

 
Ⅰ 歳出・歳入一体改革の実現に向けた国・地方を通ずる歳出の抑制 

「経済財政改革の基本方針２００８」（以下、「基本方針２００８」という。）を踏まえ、
「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」(以下､｢基本方針２００６」という。）
及び「経済財政改革の基本方針２００７」（以下、「基本方針２００７」という。）を堅持し､
国・地方の信頼関係を維持しつつ、国・地方それぞれの財政健全化に取り組むことが必要であ
ること等にかんがみ、以下の事項について所要の措置を講じられたいこと。 

 
１ 地方歳出に対する国の関与の廃止、縮減等 

国・地方を通ずる歳出改革を進める見地に立って、国と地方の役割分担の見直しを進める
とともに地方歳出に対する国の関与の廃止、縮減や法令等による事務事業の義務付けの見直
しを積極的に行われたいこと。また、事務事業の廃止、縮小等を徹底して行われたいこと。 

その際、地方公共団体の意見を聴取の上、これを十分尊重することとし、事務事業の廃止、
縮小等を行う場合には、その旨が明らかになるよう法令等により所要の措置を講じられたい
こと。 

特に、三位一体の改革により国庫補助負担金が一般財源化された事業については、地方の
自由度の拡大という観点から国の関与を廃止、縮減されたいこと。 

 
２ 定員の純減に支障を来たす施策の厳しい抑制及び効率的な行財政運営への協力 

「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（以下、「行革推
進法」という。）、「基本方針２００６」における地方公務員の定員の純減目標（５年間で
５．７％程度）等を踏まえ、地方公共団体の定員の純減、増員の抑制に資する施策を積極的
に推進するとともに、地方公共団体の財政負担の増加、職員数の増加をもたらすような施策
については、厳に抑制されたいこと。やむを得ず、法令の改正等に伴い事務量・職員数の増
加が見込まれる場合にあっても、他の施策で必ず減員措置を講じ、全体として職員数の純減
に支障を来たすことのないようにされたいこと。 

また、種々の法令、要綱等において地方に義務付けられている施設設置や職員配置の基準
について、その必要性を根本的に見直すとともに、地方公共団体が組織･機構の簡素合理化、
民間委託の推進、第三セクターの統廃合及び行政経費の節減等を行うに当たっては、これに
積極的に協力されたいこと。 

 
３ 国庫補助負担金の廃止、縮減 

国庫補助負担金については、事務事業の廃止、縮小を行うことを基本として地方公共団体
の自主性・自立性の強化を図る見地に立って、その廃止・縮減に努められたいこと。 

また、地方公共団体に同化・定着している事務事業等のうち、地方公共団体が自主的に対
応することが適当な分野に係る国庫補助負担金については、その廃止と地方一般財源への振
替を行うとともに、地方公共団体の負担の増加に対応して、地方への税源移譲をはじめとす
る地方一般財源を増加させる措置を講じられたいこと。 

なお、国庫補助負担率を引き下げることや事務事業の切り離せない一部分について国庫補
助負担対象から除外すること、補助金等の組み替えにより新たな地方負担を生じさせること
等、国の財政負担を地方に転嫁するようなことは厳に行わないようにされたいこと。 

 
４ 国庫補助負担金に係る事務手続きの簡素合理化及び交付決定等の適正化 

国庫補助負担金については、申請書類や事務手続きの簡素化を積極的に進めるとともに、
交付決定及び資金交付を遅延することなく適正に行われたいこと。 
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Ⅱ 国・地方公共団体間の財政秩序の確立等 
１ 国庫補助負担金等に係る超過負担の解消等 

国庫補助負担金等に係る地方公共団体の超過負担については、実態の把握を行い、これに
基づき具体的な措置を講じ、その完全解消に格段の努力を払われたいこと。 

また、交付率や分割交付方式を導入することにより実質的に地方公共団体に財政負担を転
嫁することは行わないようにされたいこと。 

 
２ 国と地方公共団体の財政負担の適正化 

地方公共団体に権限及び責任のない事務事業に係る経費については、国と地方公共団体と
の間の財政秩序を維持する見地から、地方公共団体の財政負担を求めることのないようにさ
れたいこと。 

特に、国等が設置する施設に対して地方公共団体が経費を負担すること（施設の用に供す
る土地、建物等を無償で貸し付けることを含む。）は、施設を移管しようとする場合その他
やむを得ないと認められる政令で定める場合（地域の産業振興等に資する研究開発等の用に
供する土地・施設等の無償譲渡及び住民に対する医療の提供に要する土地・施設等の無償譲
渡など）において総務大臣の同意を得たものを除き、「地方財政再建促進特別措置法」第２
４条（平成２１年４月１日以降においては「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」附
則第５条）の規定により禁止されているところであるので、所要の経費の全額を予算に計上
する等適切な措置を講じられたいこと。 

また、特殊法人等の見直しに当たっては、地方公共団体に負担を転嫁するようなことは厳
に行わないようにされたいこと。 

 
３ 直轄事業等の見直し 
(1)  直轄事業の範囲等の見直し 

国と地方の役割分担の明確化と国の役割の重点化の観点から、また中央省庁等のスリム化
にも資するように、国の直轄事業及び国が直接管理する直轄公物については、全国的な見地
から必要とされる基礎的又は広域的事業に限定し、それ以外は地方公共団体に委ねることと
し、直轄事業及び直轄公物の範囲の基準の一層の明確化を行うとともに、基準に照らして地
方公共団体に委ねることが適当なものについては、関係地方公共団体との調整を急ぎ、速や
かに見直しを行う等、地方の自主性・裁量性を拡大する方向で検討されたい。 
 

(2) 直轄事業負担金の在り方の見直し等 
直轄事業に対する地方公共団体の負担金のうち、維持管理費に対するものについては、

事業実施責任の明確化を図る観点から廃止されたいこと。 
また、事務費については、経費の徹底した節減合理化に努め、抑制を図るとともに、そ

の比率、対象となる経費の内訳や範囲が補助事業における取扱いと均衡を欠いているので、
その取扱いを補助事業と同一のものとするよう改善措置を講じられたいこと。 
 

(3) 直轄事業負担金に関する事前協議、通知の徹底等  
 地方公共団体に対する説明責任の観点から、直轄事業の実施について、地方公共団体と

の事前協議のルール化を図るとともに、現に事前協議が行われているものについても、その
内容の充実を図られたいこと。 

また、各年度の負担金の積算内訳の通知が適切に行われていないケースが見受けられる
ので、地方公共団体への事前及び清算時の通知、説明を徹底するとともに、その内容を充実
されたいこと。 

 
４ 第三セクター等の改革への協力 

「基本方針２００８」において、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行を
踏まえ、第三セクターの改革に関するガイドライン等に基づき、経営が著しく悪化したこと
が明らかになった第三セクター等の経営改革を進めることとされているので、特に国の施策
に関連して設立された第三セクター等に関しては、その改革に積極的に協力されたいこと。 
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【個別事項】 
（内 閣 府）  
１ 少子化対策に係る財政措置（同旨厚生労働省） 
  少子化対策については、地方公共団体の役割と負担が大きくなっていることにかんがみ、地

方公共団体における施策展開が着実かつ持続的に進められるよう、必要な財源の確保のための
措置を講じられたいこと。 
また、地方公共団体が乳幼児医療費助成等を行っている場合に採られている国民健康保険に

係る国庫負担金の減額措置を廃止するほか、地域の実情を踏まえた少子化施策の展開を阻害す
る現行制度の見直しを図られたいこと。 

 
２ 地域再生基盤強化交付金の一層の弾力化  
   地域再生基盤強化交付金について、地域再生を総合的かつ効果的に推進するために、地方の
自主性を高める観点から第二種漁港を対象に含めるなど対象施設の拡充を図られたいこと。 

 
３ 放課後子ども教室推進事業及び放課後児童健全育成事業の一本化（同旨文部科学省、厚生労 
働省） 

  放課後子ども教室推進事業及び放課後児童健全育成事業については、地方の自主性や裁量性
を高める見地に立って、両事業の統合も含めた更なる一本化を行われたいこと。 

 
４ 認定こども園制度の一本化（同旨文部科学省、厚生労働省） 
  認定こども園に関する補助金については、地域の実情に応じ、多様なニーズに対応した円滑
な施設の設置及び運営が可能となるよう、「基本方針２００８」に掲げる一本化を行われたい
こと。 

 
５ 地方消費者行政に係る財政措置等  
   地方の消費者行政をこの１、２年の間に飛躍的に充実させるためには、特に当面、思い切っ
た取組をしっかりと行っていく必要があるとともに、地方の消費生活センターを一元的な消費
者相談窓口として位置付け、緊急時の対応や広域的な問題への対処等のための全国ネットワー
クを構築する必要があるため、国は相当の財源を確保されたいこと。また、国がこれまで行っ
てきた直轄事業（ＰＩＯ－ＮＥＴの整備、研修、消費者教育や啓発への支援等）についても充
実するなど、体制整備のための措置を講じられたいこと。 

 
（警 察 庁） 
   警察行政費に係る国庫支弁の改善 
  警察行政費のうち、警察用車両の購入費等「警察法」第３７条第１項の規定に基づきその全
額を国庫が支弁することとされている経費については、国と地方公共団体との間の財政秩序を
維持する見地から、都道府県の実態に即し必要かつ十分な額を確保し、地方負担を生じさせな
いようにされたいこと。 

 
（文部科学省） 
１ 教職員定数の削減及び教員給与の見直し 
  「基本方針２００６」における地方公務員の定員の純減目標（５年間で５．７％程度）等を
踏まえ、教職員定数についても、配置基準の見直しや小規模学校の統廃合を推進することによ
り、２０１１年度までに現時点で見込まれる自然減を上回る純減を実現されたいこと。 
このため、上記の純減に支障を来たす増員要求は厳に慎むとともに、「基本方針２００６」

に定められた１万人程度の教職員定数の削減を確実に達成されたいこと。 
また、教員給与については、「行革推進法」における総人件費改革の趣旨に沿って、「基本

方針２００６」に則り、「学校教育の水準の維持向上のための義務教育諸学校の教育職員の人
材確保に関する特別措置法」に基づく優遇措置を縮減されたいこと。 
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２ 教育行政における国、地方の役割の見直し等 
  教育行政における国、都道府県、市町村の役割について、地方の自主性・自律性の拡大の観

点から検討されたいこと。 
特に、教育委員会制度の選択制について引き続き検討されたいこと。 

 
３ 少子化対策に係る財政措置 
  少子化対策の推進に当たって、国において施策の充実を図る場合には、地方公共団体の財政
負担の増加に対して必要な財源の確保のための措置を講じられたいこと。 

 
４ 電源立地促進及び石油貯蔵施設立地対策等に係る交付金制度の改善(同旨資源エネルギー庁) 
  発電用施設の立地を促進するための交付金及び石油貯蔵施設立地対策等交付金については、
地方公共団体の財政需要に応じて自主的・弾力的な活用が図られるよう国庫補助負担事業への
充当制限を撤廃されたいこと。 
また、石油貯蔵施設立地対策等交付金については、対象の拡大を図られたいこと。 

 
５ 放課後子ども教室推進事業及び放課後児童健全育成事業の一本化（同旨内閣府、厚生労働省） 
  放課後子ども教室推進事業及び放課後児童健全育成事業については、地方の自主性や裁量性

を高める見地に立って、両事業の統合も含めた更なる一本化を行われたいこと。 
 
６ 認定こども園制度の一本化（同旨内閣府、厚生労働省） 
  認定こども園に関する補助金については、地域の実情に応じ、多様なニーズに対応した円滑
な施設の設置及び運営が可能となるよう、「基本方針２００８」に掲げる一本化を行われたい
こと。 

 
７  公立学校施設整備事業に係る国庫補助負担制度の改善 
  公立学校施設整備事業については、交付金化に伴い地方公共団体の実質的な負担が増加する
ことがないよう、その是正を図られたいこと。 
特に、小中学校等の耐震化事業をより一層促進するため、改築に係る補助単価を引き上げら

れたいこと。 
 
８  特別支援教育就学奨励事業等に係る国庫補助制度の改善 
  特別支援教育就学奨励事業及び幼稚園就園奨励事業について、対象者数の増加等に応じた所
要の国費を確保されたいこと。 

 
９ 国庫補助金等の交付決定及び資金交付の適正化 
  在外教育施設派遣教員委託費、スクールカウンセラー活用事業費補助金及び理科教育振興費 
国庫補助金等の中には、交付決定が遅いものや超過負担が生じているものがあり、事業の執行、
資金計画に支障を来たしているので、事業の適正かつ円滑な実施と健全な財政運営を確保する
ため、交付決定時期等の適正化を図られたいこと。 

 
（厚生労働省） 
１ 介護保険制度の安定的な運営の推進 
  介護保険制度の見直しに当たっては、介護給付費の動向や被保険者の負担の現状等を踏まえ、
地方公共団体の意見を十分に取り入れた上で、制度の安定的かつ健全な運営が可能となるよう
適切な措置を講じられたいこと。 

  特に、介護保険制度における障害保健福祉施策との統合など「被保険者・受給者の範囲」の
拡大については、介護保険制度の安定的かつ健全な運営を損なうことのないよう、慎重に検討
されたいこと。 
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２ 長寿医療制度（後期高齢者医療制度）の円滑な実施及び国民健康保険制度の安定化 
  長寿医療制度（後期高齢者医療制度）の運営に当たっては、国民の理解と信頼を得るため、

制度の趣旨や意義とあわせて、新たに講じる保険料の軽減対策や普通徴収の対象者の拡大等の
運用改善策の内容について、地方公共団体の取組とも連携して、より一層きめ細かな広報・周
知活動を行い、迅速かつ確実な制度の定着に努められたいこと。 

  また、運用改善策の実施に際しては、具体的な実施方法等について、地方公共団体と十分協
議を行った上で早急に示されたいこと。 
さらに、保険料の軽減対策等に伴い生じる財政負担については、所要の財源を確保されたい

こと。特に、平成２０年度においては、システム改修経費等の事務経費も含めて、全額国費に
よって措置されたいこと。 
加えて、長寿医療制度（後期高齢者医療制度）の施行後も高齢者や低所得者の加入率が高い

などの構造的問題を抱えている国民健康保険制度について､医療制度改革の効果を検証しつつ、
保険財政の安定化や保険料の平準化の観点から、医療保険制度の一元化に向けて幅広く検討さ
れたいこと。 

 
３ 少子化対策に係る財政措置（同旨内閣府） 
  少子化対策については、地方公共団体の役割と負担が大きくなっていることにかんがみ、地
方公共団体における施策展開が着実かつ持続的に進められるよう、必要な財源の確保のための
措置を講じられたいこと。 
また、地方公共団体が乳幼児医療費助成等を行っている場合に採られている国民健康保険に

係る国庫負担金の減額措置を廃止するほか、地域の実情を踏まえた少子化施策の展開を阻害す
る現行制度の見直しを図られたいこと。 

 
４ 生活保護制度の見直し 
  生活保護制度の抜本的な改革に当たっては、国と地方の協議の場を早期に立ち上げ、これま
でに地方が行ってきた提案等を尊重しつつ、制度全般について、国と地方の役割分担を含めた
総合的な検討に着手されたいこと。その際、国が行うべき財政負担を地方に転嫁するようなこ
とのないようにされたいこと。 

 
５ 特定疾患治療研究事業に係る財政措置等 
  特定疾患治療研究事業については、国庫補助所要額に対する実際の充足率が近年６割を切る
など年々低下している状況にあり、都道府県に超過負担が生じている。こういった状況を踏ま
え、本来、公費負担医療としての性格を有するものであることにかんがみ、その法律上の位置
付けを明確にするとともに、患者数の増加等に応じた所要の国費を確保し、都道府県における
超過負担の完全解消に格段の努力を払われたいこと。 

  なお、平成 20 年度より開始した肝炎治療特別促進事業についても、実施状況を十分に把握し､
都道府県の超過負担が生じないよう、所要の国費を確保されたいこと。 

 
６ 保育所等の福祉施設に係る施設の最低基準の廃止 
  保育所等の福祉施設に係る施設の最低基準については、三位一体の改革において公立保育所
の運営費・施設整備費が一般財源化されたことや地方分権改革推進要綱（第１次）で福祉施設
の最低基準に係る見直しの方針が示されたこと等を踏まえ、地方公共団体の責任と創意・工夫
による、効率的かつ住民ニーズに沿った取組を可能とするため、省令で定める規制を廃止され
たいこと。 
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７ 国庫補助負担金の交付決定及び資金交付の適正化 
  保健事業費等負担金や児童保護費負担金等の中には、交付決定及び資金交付が年度末になさ

れているものが相当数あり、事業の執行、資金計画に支障を来たしているので、交付決定時期
等の適正化を図られたいこと。 

  また、従来の老人医療給付費国庫負担金については、当該年度において所要額よりも減額し
て交付決定されており、市町村における安定的な財政運営の支障となっていた点を踏まえ、今
年度から施行された長寿医療制度（後期高齢者医療制度）においては、実施主体となる広域連
合の財政運営に支障を来たすことのないよう、後期高齢者医療給付費国庫負担金について、当
該年度に所要額を交付されたいこと。 

 
８ 地域の医療提供体制の確保の推進 
  地域間の医師の偏在や産科・小児科をはじめとする深刻な医師不足等を解消し、地域におけ
る医療提供体制を確保するため、医師の養成の計画的な推進や、女性医師の就労支援など「基
本方針２００８」に掲げられている対策を着実に実施されたいこと。 

 
９ 放課後子ども教室推進事業及び放課後児童健全育成事業の一本化（同旨内閣府、文部科学省） 
  放課後子ども教室推進事業及び放課後児童健全育成事業については、地方の自主性や裁量性

を高める見地に立って、両事業の統合も含めた更なる一本化を行われたいこと。 
 
10 認定こども園制度の一本化（同旨内閣府、文部科学省） 
  認定こども園に関する補助金については、地域の実情に応じ、多様なニーズに対応した円滑
な施設の設置及び運営が可能となるよう、「基本方針２００８」に掲げる一本化を行われたい
こと。 

 
11 新型インフルエンザ対策に係る財政措置等  
   新型インフルエンザ対策については、国・都道府県・市町村等の具体的な役割分担を早急に
明確化し、地方公共団体が担う役割にふさわしい権限の付与等のための法整備を行われたいこ
と。あわせて、必要な財政措置を講じられたいこと。 

 
12 障害者自立支援制度の見直し 
 「障害者自立支援法」の施行後３年を目途とした見直しに当たっては、地方公共団体の意見
を十分に踏まえた上で、制度の安定的な運営が可能となるよう適切な措置を講じられたいこと。
その際、利用者にとってわかりやすい仕組みとなるよう工夫するとともに、地方公共団体の負
担が過大とならないように十分配慮すること。 
また、障害者の自立と社会参加に向けた施策の充実を図るための地域生活支援事業について､

地方公共団体の超過負担が生じ、現行のサービス水準が低下することのないよう、十分な財政
措置を講ずること。 

 
（農林水産省） 
１ 後進地域の開発に関する公共事業等の補助率差額の交付方法の改善(同旨国土交通省) 

後進地域、首都圏、近畿圏及び中部圏における開発指定事業等に係る補助率差額については、
「後進地域の開発に関する公共事業に係る国の負担割合の特例に関する法律施行令」第３条第
２項等の本則どおり、事業年度の翌年度に交付されたいこと。 

 
２ 農業委員会・協同農業普及事業等の見直し 
  農業委員会や協同農業普及事業等については、三位一体の改革において交付金の大部分が一
般財源化されたことを踏まえ、地方の自主性の拡大の観点に立って、関連する必置規制の見直
しを一層進められたいこと。 

 



- 7 -

３ 直轄事業負担金に関する通知の徹底（同旨国土交通省） 
土地改良事業、治山事業など直轄事業に対する地方公共団体の負担金について、各年度に本

来示すべき工事費及び事務費の積算内訳の通知が適切に行われていないケースが見受けられる
ので、地方公共団体への事前及び精算時の通知、説明を徹底されたいこと。 

 
４ 国営土地改良事業に係る事業費管理の徹底 
  国営土地改良事業については、当初の事業計画における工期及び事業費を超えて事業が行わ
れることがないよう、効率的な事業執行、コスト縮減を徹底されたいこと。 
また、やむなく工期及び事業費に変動が見込まれる場合には、事前に十分に情報開示を行い、

適切に計画を変更されたいこと。 
 
５ 海岸の漂着ゴミ処理に係る補助制度の改善（同旨水産庁、国土交通省、環境省） 
  漂着ゴミの処理に係る補助制度について、実態に即して補助要件の緩和を図られたいこと。
特に、現在補助対象とされていない海岸についても、補助対象となるよう措置を講じられたい
こと。 

 
６ 農林漁業金融公庫等の貸付に係る損失補償契約の締結について（同旨林野庁） 
  農林漁業金融公庫（平成２０年１０月１日以降においては株式会社日本政策金融公庫）等に
対し、貸付金の債権保全措置として地方公共団体との損失補償契約の締結を促すような措置は
とらないこと。 

 
（林 野 庁） 
１ 林業公社の抜本的な経営安定化対策 
  林業公社については、国土保全及び水源かん養等において重要な役割を果たしているが、造
林事業の資金収支が悪化の一途をたどっているとともに、公社の有する債務が関係地方公共団
体の財政運営に重大な影響を及ぼす恐れのある状況に至っている事例も見られることから、抜
本的な経営安定化対策を検討されたいこと。 
あわせて、林業公社に対する財政措置を拡充するとともに、農林漁業金融公庫が行っている

長期・低利の貸付制度の拡充及び長伐期化に対応した借換え制度の充実等を行われたいこと。 
 
２  林業普及指導事業等の見直し     
  林業普及指導事業等については、三位一体の改革において交付金の大部分が一般財源化され
たことを踏まえ、地方の自主性の拡大の観点に立って、関連する必置規制の見直しを一層進め
られたいこと。 

 
３ 農林漁業金融公庫等の貸付に係る損失補償契約の締結について（同旨農林水産省） 
  農林漁業金融公庫（平成２０年１０月１日以降においては株式会社日本政策金融公庫）等に
対し、貸付金の債権保全措置として地方公共団体との損失補償契約の締結を促すような措置は
とらないこと。 

 
（水産庁） 
  海岸の漂着ゴミ処理に係る補助制度の改善（同旨農林水産省、国土交通省、環境省） 
  漂着ゴミの処理に係る補助制度について、実態に即して補助要件の緩和を図られたいこと。
特に、現在補助対象とされていない海岸についても、補助対象となるよう措置を講じられたい
こと。 

 
（経済産業省） 
１ 工業用水道事業の料金制度の改善等 

国庫補助を受けた工業用水道事業についても、能率的な経営の下における適正な原価に照ら
し公正妥当な料金を設定できるよう基準料金制の見直し等の措置を講じられたいこと。 

 



- 8 -

２ 特定家庭用機器廃棄物の収集及びリサイクルの円滑な実施（同旨環境省） 
特定家庭用機器廃棄物の収集及びリサイクルの円滑な実施を図るため、不法投棄事案の増加

や指定引取場所の不足等について、その実態を把握し、市町村等の意見を尊重の上、市町村等
の負担軽減が図られるよう適切な措置を講じられたいこと。 

 
（資源エネルギー庁） 

電源立地促進及び石油貯蔵施設立地対策等に係る交付金制度の改善（同旨文部科学省） 
  発電用施設の立地を促進するための交付金及び石油貯蔵施設立地対策等交付金については、

地方公共団体の財政需要に応じて自主的・弾力的な活用が図られるよう国庫補助負担事業への
充当制限を撤廃されたいこと。 
また、石油貯蔵施設立地対策等交付金については、対象の拡大を図られたいこと。 

 
（国土交通省） 
１ 関係地方公共団体の助成の義務付け等の是正 

バス運行対策費補助金、交通施設バリアフリー化設備整備費補助金、地下高速鉄道整備事業
費補助等の国庫補助金を補助事業者に交付する場合に、法令の規定によらず関係地方公共団体
の助成を事実上義務付けることは、是正されたいこと。 

 
２ 直轄事業負担金に関する通知の徹底（同旨農林水産省）  

直轄事業に対する地方公共団体の負担金について、各年度に本来示すべき工事費及び事務費
の積算内訳の通知が適切に行われていないケースが見受けられるので、地方公共団体への事前
及び精算時の通知、説明を徹底されたいこと。 

   また、道路事業、河川事業及び都市公園事業については、地方公共団体からの求めに応じ工
事費及び事務費ごとの積算内訳を明らかにするなどその内容説明を充実されたいこと。 

 
３ 後進地域の開発に関する公共事業等の補助率差額の交付方法の改善(同旨農林水産省) 

後進地域、首都圏、近畿圏及び中部圏における開発指定事業等に係る補助率差額については、
「後進地域の開発に関する公共事業に係る国の負担割合の特例に関する法律施行令」第３条第
２項等の本則どおり、事業年度の翌年度に交付されたいこと。 

 
４ ダム建設等水源開発に係る事業費管理の徹底 

ダム建設等水源開発に係る事業については、当初の建設計画における工期及び事業費を超え
て事業が行われることがないよう、効率的な事業執行、コスト縮減を徹底されたいこと。 
また、やむなく工期及び事業費に変動が見込まれる場合には、事前に十分に情報開示を行い､

適切に計画を変更されたいこと。 
 
５ 道路特定財源の見直し 
  「道路特定財源等に関する基本方針」（平成２０年５月１３日閣議決定）に基づく道路特定
財源の一般財源化に当たっては、地方の道路が改良率・舗装率とも国道に比べて遅れているこ
とや、地方の道路整備等のための財源の多くを一般財源や地方債により賄っていること等の実
情を踏まえ、国庫補助金分や地方道路整備臨時交付金分等を含め地方税財源の総額を十分に確
保するとともに、地方の自由度の拡大を図られたいこと。 

 
６ 海岸の漂着ゴミ処理に係る補助制度の改善（同旨農林水産省、水産庁、環境省） 
  漂着ゴミの処理に係る補助制度について、実態に即して補助要件の緩和を図られたいこと。
特に、現在補助対象とされていない海岸についても、補助対象となるよう措置を講じられたい
こと。 
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（環 境 省） 
１ 特定家庭用機器廃棄物の収集及びリサイクルの円滑な実施（同旨経済産業省） 
  特定家庭用機器廃棄物の収集及びリサイクルの円滑な実施を図るため、不法投棄事案の増加

や指定引取場所の不足等について、その実態を把握し、市町村等の意見を尊重の上、市町村等
の負担軽減が図られるよう適切な措置を講じられたいこと。 

 
２ 地球温暖化対策の推進 
  地球温暖化問題への対処のための低炭素社会の構築に当たっては、地域における取組が重要
であることから、地方公共団体が地域の実情に応じた施策を進めることができるよう、環境税
の取扱いを含めた税制全般の見直しの中で必要な財源の確保方策について十分検討されたいこ
と。 

 
３ 海岸の漂着ゴミ処理に係る補助制度の改善（同旨農林水産省、水産庁、国土交通省） 
  漂着ゴミの処理に係る補助制度について、実態に即して補助要件の緩和を図られたいこと。
特に、現在補助対象とされていない海岸についても、補助対象となるよう措置を講じられたい
こと。 




